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カーナビ連携車両制御のための経路情報変換の高信頼化
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受付日 2017年9月30日,採録日 2018年2月14日

概要：カーナビの経路情報を自動運転システムに伝達する方式について述べる．カーナビで設定した目的
地まで自動運転で案内するシステムの実現が求められているが，カーナビと自動運転システムが異なる地
図データを使用している場合，差異がある地図データ間で経路を正しく変換する必要がある．本稿で提案
する方式は，位置参照方式の 1つである OpenLRの一致率を，物理データフォーマットと最短経路計算に
起因する誤りを削減することにより改善するとともに，変換前後の経路の形状の差異を確認することによ
り一致を自動判定することを図ったものである．提案方式を実装し，特定の地図データを用いて評価する
ことで，提案方式の実現性を確認した．
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Abstract: In this paper, we describe a method to send route information provided by car navigation systems
to autonomous driving systems. There is a growing need to navigate vehicles autonomously to their destina-
tions set by drivers. However, in case that each system uses different digital maps, it is necessary to match
routes accurately between dissimilar maps. We propose a method to improve success rates of OpenLR, one of
dynamic location referencing methods, by reducing errors due to its physical data format and shortest-path
principle. In addition, we propose a method to judge route equivalence automatically by checking geometric
dissimilarities between original routes and decoded routes. We implemented the method and evaluated its
performance. The presented result shows feasibility of proposal method on particular map data.
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1. はじめに

カーナビゲーションシステム（以降，カーナビ）と自動

運転システムの連携が進みつつある．たとえば，カーナビ

で設定した経路に沿って自動で走行し，目的地まで自動で

ユーザを案内するシステムの実現が求められている．

本稿では，カーナビの経路情報を自動運転システムに伝

達する方式について述べる．図 1 に本稿で対象とするア

プリケーションの概要を示す．図は，ユーザからの目的地
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の入力を受けて，ナビゲーション用の地図データ（以降，

カーナビ用地図）を参照して経路を計算し，それを自動運

転用の高精度地図上の経路に変換し，この経路と高精度地

図を参照して自動運転の進行方向を制御する一連の流れを

記載したものである．カーナビ用地図は基本的に経路を計

算して運転者を案内するためのデータである一方，高精度

地図は車両の制御のためのデータであり経路計算用のデー

タは含まれないため，カーナビの経路に沿って自動運転を

行うためには上記のような経路の変換処理が必要になる．

カーナビ用地図と高精度地図は，どちらも道路を複数の

リンクで表現しており，各リンクには IDが振られている．

ただし双方の地図データで IDに関連性はなく，同じ道路

を表現する IDが同一とは限らない．経路はリンクの IDの
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図 1 対象アプリケーション

Fig. 1 Target application.

図 2 地図データの差異の例

Fig. 2 Example of map data differences.

並びで表現されており，図は，カーナビ用地図上の Link 1，

Link 3で示される経路が，高精度地図上の Link 3，Link

1，Link 2を含む経路に変換される様子を示している．

上記の変換処理は，双方の地図データに何も差異がなけ

れば問題はない．しかし，地図会社ごとに地図の整備仕様

（道路の採択基準や，道路に付与する属性，形状等）は異な

り，また整備時期によって道路の状況も変わるため，一般

的に異なる地図データには何らかの差異が存在する．図 2

に，整備時期が異なる 2つの地図データにおける差異の例

を示す．図の左側は整備時期が新しい地図であり，図の右

側は古い地図である．双方の地図データは，道路の形状が

異なる場所や，一方には存在しない道路が新設されている

場所がある．このような差異が原因でリンクの選択を誤る

とカーナビの経路とは異なる方向に車両が進行する可能性

があるため，この変換を正確に行うことが重要となる．

本稿では，位置参照方式の 1つであるOpenLRにおける

ライン方位角のビット長拡大と最短経路選択処理に起因す

る誤りの削減により変換前後の経路の一致率を向上させる

方式について述べる．また，変換前後の経路の形状を一定

の基準で比較することにより一致を自動判定する手法を提

案する．従来の位置参照方式では交通情報配信を対象に一

致率 95%程度が目標とされているが，上記アプリケーショ

ンでは誤変換は安全に関わるため，一致率および一致判定

の正解率を 100%に近付けることを目標とする．

以下，2章で関連研究，3章で前提システムと課題を説

明する．4章において提案方式の詳細を述べ，5章で提案

方式を実装して評価した結果を述べる．最後に 6章でまと

める．

2. 関連研究

2.1 位置参照方式

地図データには 1章に記載したような差異があるため，

ある地図データ上での位置（対象の交差点や経路等）を緯

度経度のような絶対座標を用いて伝達すると，受け手の地

図データ上では誤った交差点や経路を示す可能性がある．

この誤りを抑止し，異なる地図データを用いるシステム間

で正確に位置を伝達する技術を位置参照方式と呼ぶ．

位置参照方式は，大きく Pre-coded Location Referenc-

ing [1]と Dynamic Location Referencing（以降，DLR）[2]

に分けられる．前者は，地図データを構成するリンク等に

共通の IDを付与する方式であり，VICS，RDS-TMC等が

実用化されている．この方式は正確に位置を示すことが可

能な一方，道路の新設等，地図が変化した際に IDを整備

するコストの問題がある．そのため近年では，経年変化が

少ない交差点等の地点に IDを振り，その地点からの相対

的な道程を用いて位置を示す区間 ID方式 [3]の標準化と

ID整備が進められている．

一方の DLRは，位置情報を送信する側の地図データ上

での座標や属性をもとに受信側の地図データ上で類似す

る地点を推定する方式であり，これまでに AGORA-C [4]，

OpenLR [5]が実用化されている．DLRは IDの管理が不

要である一方，送信側の地図データ上での位置と，受信

側の地図上で推定した位置の一致率が地図データの差異

に応じて低下するという問題がある．欧州プロジェクト

ROSSATE（2008～2010）において各国地図を用いて行っ

た評価では，AGORA-Cや OpenLRの一致率は使用する

地図データに応じて 60%から 90%程度とされている [6]．

近年では，OpenLRが少ない通信量で正確な位置を伝達す

ることを目標としているのに対し，道路の形状データも受

信側へ送信する前提で，地図の形状マッチングにより一致

率を高める研究がなされている [7]．この結果では，特定

の地図の組合せにおいて一致率 99.7%を達成している．ま

た，一致率に加えて，文献 [8]では，DLRの結果の正誤は

人間が地図を見ないと判断が難しく，自動で評価を行う仕

組みが必要であるという問題に言及している．

DLRについては ROSSATEの後継プロジェクトである

TN-ITS（2013/6～）[9]で継続検討されているが，任意の

地図の組合せに対して一致率 100%を達成する方式や自動

評価の仕組みは実現されていない．

2.2 高精度地図

従来のカーナビ用地図は，基本的に交差点をノードとし，
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図 3 カーナビ用地図と高精度地図の差異

Fig. 3 Differences between Navi. map and HD map.

交差点の間を結ぶ道路をリンクとするグラフ構造のデータ

である．一方の高精度地図データは，主に道路の物理的な

構造が変化する地点をノードとしたレーンレベルの詳細度

を持つデータである．図 3 に双方の地図データの差異の具

体例を示す．カーナビ用地図では通常は分岐点には 1つの

ノードが生成される一方，高精度地図のノードは交差点へ

の進入地点および退出地点に置かれ，ノード間の接続関係

（リンク）はレーンレベルで表現される．高精度地図のデー

タ形式としては，NDS Associationにおいて標準化が進め

られているほか [10]，地図データの標準交換フォーマット

である GDFをベースにしてレーンレベルの情報を収録す

る研究等がなされている [11]．位置参照の観点では，レー

ンレベルでの位置参照方式の研究が行われている [12]．

高精度地図については現時点で標準的に用いられている

仕様やデータは存在しないが，上記のいずれの取組みでも，

ノード間の接続関係を示す情報は有すると考えられてい

る．そのため本稿では，高精度地図はカーナビ用地図と同

様にグラフ構造のデータであるという前提で検討を行う．

3. 課題

3.1 前提システム

以上の関連研究をふまえ，本稿で前提とするシステムと

課題を述べる．まず，カーナビで経路を設定して自動運転

を行うためのアプローチとして，経路計算をカーナビ用地

図と高精度地図のどちらを参照して行うかという観点があ

り，本稿ではカーナビ用地図を用いて計算した経路を高精

度地図上に変換するアプローチをとる．高精度地図を用い

て経路を計算するアプローチもあるが，経路計算に必要な

各リンクのコスト値や規制情報（時間/曜日規制，車両規

制等）は必ずしもレーンレベルである必要はなく，一方で

経路計算時間はノードが多いほど増加するためである．

図 4 は，カーナビ用地図上の経路を高精度地図上の経

路に変換するアプローチをとったうえで，カーナビ用地図

と高精度地図の結合度の観点でシステムを分類したもので

ある．図 4 (a)は，双方の地図が密に結合しているケース

であり，各地図を同一の地図会社が同時期に整備する場合

を想定したものである．この場合，カーナビ用地図の各リ

ンクと高精度地図のレーン情報の対応関係が明確なため，

位置参照を行わなくても経路を正確に変換できる．前述の

NDS Associationで標準化されているデータ形式では，こ

の方式をサポートしている．(b)は，双方の地図が疎結合

図 4 対象システムの分類

Fig. 4 Classification of target systems.

のケースであり，各地図を異なる地図会社が提供する場合

を想定したものである．この場合，カーナビ用地図の各リ

ンクと高精度地図のレーン情報の対応関係が明確ではない

ため，DLRを行ってカーナビ用地図上の経路を高精度地

図上の経路に変換する必要がある．(c)は，前述した VICS

や区間 ID方式のように，地図上の地点に付与された共通

の IDを介して各地図を結合する方式であり，各地図を同

一の地図会社が提供するが，整備時期が異なる場合を想定

したものである（付与する IDが標準化されている場合は

異なる会社から提供される場合も含む）．この場合，共通

の IDを基準にして経路を変換することが可能だが，適用

可能な範囲は IDを整備済の地域に限定される．

上記の分類に対し，(a)，(c)に関しては基本的には地図

開発時に双方の地図を結合可能である．ただし，(a)に関

しては同一の地図会社でも各地図を整備するサイクルや作

成部門が異なる場合は実現が難しく，また (c)に関しては

IDを整備するためのコストの問題がある．そこで本稿で

は，IDが整備されていない地域を対象に (b)の場合の解決

方法を提案する．(b)に関しては，それぞれの地図会社か

ら提供された地図を結合してから車両に配信することも考

えられるが，そのようにすると数カ月ほど地図のリリース

が遅れるため，本稿では疎結合のまま最新地図をカーナビ

に配信し，経路の変換が必要になった際にカーナビ上で動

的に結合するシステムを前提として検討を行う．

3.2 課題

上記 (b)の場合，DLRを行ってカーナビ用地図上の経路

を高精度地図上の経路に変換する．そのため，双方の地図

データに 1章で記載したような差異が多数存在するとDLR

の一致率は低下する．この問題に対し，任意の地図の組合

せに対して一致率 100%を達成することは困難なため，本

稿では以下の 2つのアプローチで検討を行う．

(1) DLRの一致率向上

一致率の低下要因には，地図データの整備仕様や整備時

期の差異に起因するものと，DLRのロジックに起因する
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ものがあると考えられる．そこでまず，整備仕様と整備時

期が同一の地図を対象にして，仕様およびサンプル実装が

公開されている OpenLRをベースに，OpenLRのロジッ

ク上の問題を改善することにより一致率を向上させる．

(2) 変換前後の経路の一致判定

整備仕様や整備時期の差異による一致率の低下に対して

は，一致率 100%を達成することは困難である．そこで本

稿では，整備仕様や整備時期が異なる場合に双方の地図

データに起こりうる基本的な変化をふまえて一定の基準を

定義し，この基準に従って変換前後の経路の形状を比較す

ることにより一致を自動で判定することを図る．

3.3 目標

以上をふまえ本研究の目標を記載する．目標の定義に際

し，まず変換結果を表 1 のように分類する．これは，位置

参照の成否（高精度地図上の経路に変換できたか），プログ

ラムによる一致判定の結果，および実際の結果（人間によ

る目視確認結果）の観点で変換結果を分類したものである．

表 1 の分類のうち，Aは，位置参照が成功し，変換前後

の経路を一致と判定し，目視確認でも一致している場合で

ある．この場合は特に問題はない．一方 Bは，一致と判定

したが，この判定処理に誤りがあり実際には一致していな

い場合である．Cは，不一致と判定し，実際に一致してい

ない場合である．Dは，不一致と判定したが，実際には一

致している場合である．EからHは，DLRに失敗して，対

応する経路が出力されない場合である．Eと Hは，対応す

る道路が実際にない場合であり，別経路を探す処理は必要

になるが位置参照方式としては問題ない．一方 Fと Gは

対応する道路が実際には存在する場合である．

変換した経路の正誤をこのように分類したうえで，カー

ナビで生成した経路の総数を S とし，その変換結果を表 1

に従って分類した数をそれぞれ SA, SB . . . SH とする．こ

のとき課題 (1)に関して，位置参照に成功した経路の総数

に対する，位置参照が成功して実際に経路が一致している

AとDの合計の比率をDLRの一致率R1とする（式 (1)）．

双方の地図データの整備仕様と整備時期が同一であればこ

の値を 100%に近付けることを目標とする．

表 1 変換結果の定義

Table 1 Definition of converted results.

R1 =
SA + SD

SA + SB + SC + SD
(1)

次に課題 (2)に関して，一致判定の結果と実際の結果が

合致している比率を一致判定の正解率R2とする（式 (2)）．

整備仕様と整備時期が異なる場合でもこの値を 100%に近

付けることを目標する．

R2 =
SA + SC + SE + SG

S
(2)

4. 提案方式

4.1 概要

本章では，提案方式の詳細を述べる．図 5 は，カーナビ

用地図上の経路を高精度地図上の経路に変換して，高精度

地図と合わせて自動運転制御用の ECU（Electric Control

Unit）に提供するシステムを示している．提案方式では，

カーナビ用地図を用いて経路を計算後，OpenLRによって

経路を変換する（4.2節で詳細を述べる）．その後，変換前

後の経路形状を一定の基準に従って比較して一致を確認す

る（4.3節で詳細を述べる）．位置参照に成功し，かつ経路

に不一致がなければ，経路を車両に送信する．

なお，上記方式には，経路に不一致がある場合は自動運

転を行えないという問題や，高精度地図の情報を経路計算

に反映できないという問題が残っているが，本稿では検討

できていない．前者について，不一致がある場合はカーナ

ビ用地図と高精度地図の整備時期を比較して新しい地図上

の経路を選択する方式も考えられるが，地図の整備サイク

ルに応じてカーナビ用地図のほうが新しい場所と高精度地

図のほうが新しい場所の混在がありうるため，新旧を単純

に比較することは難しい．後者については，高精度地図に

含まれるレーンレベルの接続情報をカーナビ用地図に取り

込む開発や，ダイナミックマップの情報（高精度地図と関

連付けて保持される）を提案方式とは逆方向の位置参照を

行って経路計算に反映させる手段が必要になる．

図 5 提案方式概要

Fig. 5 Overview of proposal method.
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図 6 OpenLR エンコード・デコード手順

Fig. 6 Procedures of OpenLR encoder and decoder.

4.2 DLRの一致率向上

上記手順のうち，OpenLRを用いて経路を変換する際の

一致率向上について述べる．OpenLRは TomTom社が開

発した位置参照方式であり，最短経路計算を用いることで

エンコーダとデコーダ間の通信サイズを大幅に削減可能に

した方式である．OpenLRによって伝達したい経路（伝達

経路）をエンコードおよびデコードする手順の概要を以下

に記載する．図 6 に手順の実行例を記載する．

エンコード手順

( 1 ) 伝達経路の始点および終点に対応する LRP（Location

Reference Point）を生成する．

( 2 ) 生成した 2つの LRP間の最短経路を計算する．

( 3 ) 上記の最短経路が伝達経路を含んでいなければ，差

異がある地点に新たに LRPを生成して ( 2 )に戻る．

最短経路が伝達経路を含めば，生成した LRPを出力

する．

デコード手順

( 1 ) LRPが示す座標の近傍に存在し，LRPが示す属性と

類似する属性を持つリンクを候補として選択する．

( 2 ) 連続する 2つの LRPに関して，選択されたリンク間

の最短経路をそれぞれ計算する．

( 3 ) ( 2 )で計算したそれぞれの最短経路を連結した経路を

位置参照結果として出力する．

表 2 に各 LRPに含まれる情報と，バイナリ形式で LRP

を出力する際の各項目のサイズを示す．LRPに含まれる

情報のうち，座標およびライン属性はデコード手順 ( 1 )に

おいて候補リンクを選択する際の指標として用いられる．

ライン属性のうち，FRCは道路の機能レベル（高速道路，

細街路等）を示す属性，FOWは道路の物理的な態様（本

線，側線等）を示す属性，BEARはリンクの方位を示す属

性である．経路属性はデコード手順 ( 2 )で最短経路を計算

する際の制約条件であり，LFRCNPは経路を構成する各

表 2 各 LRP に含まれる情報

Table 2 Information included in each LRP.

リンクの FRCのうち最下位の値，DNPは経路の長さであ

る．なお，OpenLR仕様ではバイナリ形式のほかに XML

で出力することも可能で，その場合は表 2 に記載したデー

タサイズの制限はなくなる．図 5 に示す構成では経路の変

換（LRPの伝達）はカーナビ内部で閉じて行われるため通

信サイズは重視されないが，高精度地図をカーナビとは別

の装置に格納して，LRPを通信経由で伝達する構成も可能

とするため，本稿ではバイナリ形式を対象に検討する．

以上の仕様に対して，整備仕様と整備時期が同一である

場合に経路を正しく伝達できない要因を考察する．この要

因としては，デコード手順 ( 1 )でリンクの選択を誤る場合

と，デコード手順 ( 2 )で最短経路の選択を誤る場合がある．

まず前者について，整備仕様と整備時期が同一であれば，

一方の地図に存在する道路は，必ずもう一方の地図にも存

在するといえる．よって，リンクの選択を誤るケースは，

LRPに合致するリンクが 2つ以上存在して正解を 1つに

絞れない場合である．これに対して現実世界では，高架道

路を除けば，同一形状の複数の道路が地表上の同じ場所に

存在することはないため，上記の問題が起きる条件は，バ

イナリ形式で LRPを出力し，かつ道路の情報を表 2 のサ

イズで表現した際に精度が足りず，同一の値に丸められて

しまう場合である．表 2 に記載した項目のうち，座標につ

いてはOpenLR仕様に従って算出される 24 bit値の解像度

は約 2.4 mであり問題は少ない．一方，ライン属性のうち

BEARについては，5 bitの場合は全方位を 25区画（1区画

11.25◦）で表現することになる．現実世界で考えると，た

とえば本線と並走する側線への分岐点では各分岐道路の方

位の差が小さいため，11.25◦ 単位では正確に道路を特定で

きない場合がありうる．BEARに必要なビット長を，図 7

のように車線が増加する地点を例に考える．道路構造に関

する基準 [13], [14]を参考に 1車線の幅を 3.5 m，設計速度

80 km/hの地方道における本線シフト区間長を 85 mとす

ると，分岐地点の角度 θは約 2.358◦になる．そのため少な

くとも 8 bit（1区画約 1.41◦）は必要と思われる．

次に後者の，最短経路の選択を誤る場合について考察す

る．最短経路計算を用いることによりエンコーダとデコー

ダ間の通信サイズを削減可能だが，この影響については文

献 [9]でも詳細な評価が必要とされている．この点につい
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図 7 車線増加地点の例

Fig. 7 Example of a point lane number increases.

て Dijkstraのアルゴリズム [15]を例に考えると，同一の

ネットワークトポロジに対して最短経路計算の結果が異な

る要因は，重みが同一である経路が複数存在し，かつどの

経路も前述の LFRCNPと DNPによる条件を満たすため，

最短経路として選ばれる経路が実装依存になっている場

合である．たとえばリンクの重みを距離としたとき，本線

に並走する側線が存在し，その本線と側線の分岐から合流

までの距離が同一の場合はこのようなことが起こりうる．

よって提案方式では，得られた最短経路上にリンク属性が

異なる道路への分岐がある場合，LRPを出力して進行方向

を明示する．

4.3 変換前後の経路の一致判定

次に，双方の経路の不一致を検出する処理について述べ

る．提案方式では，一定の基準を定義して双方の経路が一

致しているかを自動で判定することを図る．

まず以降の基準で用いる記号を定義する．地図上の点 a

と点 bの距離を d(a, b)，経路 L上の点の集合をQLとした

とき，経路 E と経路 D の形状の差異（以降，形状差異）

G1(E, D)を式 (3)のように定義する．なお，d1(a, L)は点

aと経路 L上の最近傍点の距離である．

G1(E, D) = max(max{d1(a,D); a ∈ QE},
max{d1(a,E); a ∈ QD}) (3)

d1(a, L) = min{d(a, b); b ∈ QL}

同様に，経路 L上の分岐点の集合を BL としたとき，経

路Eと経路Dの分岐点の差異（以降，分岐差異）G2(E, D)

を式 (4)のように定義する．なお，d2(a, L)は地図上の点

a と経路 L 上の分岐点のうち最も近い分岐点との距離で

ある．

G2(E, D) = max(max{d2(a,D); a ∈ BE},
max{d2(a,E); a ∈ BD}) (4)

d2(a, L) = min{d(a, b); b ∈ BL}

以降，一致判定の基準を記載する．一致判定の基準とし

て，以下の 6つを定義する（図 8）．位置参照に成功した場

合（表 1 の分類 Aから D），まず基準 1の判定を行い，条

件を満たせば経路が一致していると判定する．基準 1の条

件を満たさない場合，条件を満たさない経路上の全地点に

ついて基準 2から基準 5の判定を行い，全地点について一

致していると判断できれば，経路は一致していると判定す

図 8 一致判定基準

Fig. 8 Rules for route equivalence judgement.

る．いずれかの地点で一致と判断できなければ経路は不一

致と判定する．一方，位置参照に失敗した場合（表 1 の分

類 Eから H）は，基準 6により道路有無の判定を行う．

基準 1：基本判定

次の 2つの条件を両方とも満たす場合，一致と判定する．

(1) G1(E, D) < 15 m

形状差異が 15 m未満であれば同一の道路と考える．閾

値 15 mは，高速道路の本線と側線（各 2車線）を例に，以

下のように考えた値である．道路構造令 [13]を参考に 1車

線の幅を 3.5m，左路肩 2.5 m，右路肩 1.25 mとすると，本

線と側線は 3.5× 2 + 2.5 + 1.25 = 10.75 m離れている．こ

れに中間の構造物や空間等があることを考慮して 15 mと

した．

(2) G2(E, D) < 100 m

分岐差異が 100 m未満であれば経路上の分岐点に差異は

ないと考える．閾値 100 mは，文献 [14]において交差点の

間隔は 200 m以上とすることが望ましいとされている点を

ふまえて設定した値である．

基準 2：道路形状変化

整備仕様の差異により，形状差異が基準 1の閾値 15 m

以上変化する場合がある．そのため，次の条件をすべて満

たす場合，形状差異が 15 m以上でも一致と判定する．

(1) G1(E, D) < 100 m

形状差異が 100 m 未満であれば整備仕様による差異と

考える．閾値 100 mは，交差点（1街区）の間隔を前述の

200 mと考えて設定した値である．

(2)道路の属性（FRC，FOW）が双方の経路で一致．

(3)双方の経路の間に他の類似する道路が存在しない．

基準 3：分岐位置変化

整備仕様の差異により，分岐差異が基準 1の閾値 100 m

以上変化する場合がある．そのため，次の条件をすべて満

たす場合，分岐差異が 100 m以上でも一致と判定する．
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(1) G2(E, D) < 200 m

分岐差異が 200 m未満であれば整備仕様による差異と考

える．閾値 200 mは，分岐専用車線がある Y字分岐を例

に，基準 1の閾値 100 mに分岐専用車線の長さ（仮に交差

点間隔の半分 100 mとする）を加えた値である（分岐専用

車線区間のどこを分岐点とするか整備仕様次第である）．

(2)それぞれの分岐点から始まる道路（分岐道路）の形状

を比較し，分岐道路の形状差異が 20 m未満，あるいは分岐

道路の終端が同一の交差点である（同一の交差点か否かは

距離が 20 m以内かどうかで判定する）．閾値 20 mは，基

準 1の閾値 15 mに分岐専用車線の幅 3.5 mと導流帯（ゼ

ブラゾーン）の幅を考慮して設定した．

基準 4：分岐道路の新設/廃止

経路沿いの道路に接続する道路が新設あるいは廃止され

た場合，一方の地図のみに分岐点が存在することになる．

そのため，一方の地図のみに存在する分岐道路の近傍 100 m

未満にもう一方の地図上で道路が存在しない場合，分岐差

異が 200 m以上でも一致と判定する．閾値 100 mは，前述

の交差点の間隔 200 mをふまえて設定した．

基準 5：二条化

一方の地図では 1つのリンクで表現している道路を，も

う一方の地図では上りと下りを別リンクで表現する場合が

ある（二条化）．二条化の始点または終点の分岐点（一方

の地図にのみ存在する）が要因で分岐差異が 200 m以上に

なった場合は，分岐差異が 200 m以上でも一致と判定する．

基準 6：道路新設/廃止

伝達経路の近傍 100 m未満の範囲に，もう一方の地図上

で道路が存在しない場合，対応する道路はないと判定する．

閾値 100 mは基準 4と同様の考え方で設定した．

5. 評価

提案方式を実装し，実際のカーナビ用地図を使用して評

価を行った．評価に用いた地図データと範囲（東京近郊）

を表 3 に記載する．評価は，高速道路と一般道路を対象に

それぞれ無作為に 100個のテスト用経路（経路長約 10 km）

を作成し，これをデータ 1上でエンコードし，データ 2お

よびデータ 3上でデコードすることにより行った．データ

2を用いた評価は整備仕様と整備時期が同一の場合の評価

であり，データ 3を用いた評価は整備時期が異なる場合の

評価である．なお，データ 2およびデータ 3は，2.2節に記

表 3 評価用地図データ

Table 3 Map data for performance evaluation.

載したように適正に評価できる高精度地図を入手困難だっ

たためカーナビ用地図を用いたが，一致率を低下させる要

因は実際の高精度地図でもあてはまると考えられる．

なお，評価で使用した OpenLRは，TomTom社が公開

している仕様 [5]に従って著者らが実装したものである．

5.1 DLRの一致率の評価

まず，DLRの一致率について評価した結果を示す．エ

ンコードおよびデコードは，4.2節で述べた内容をふまえ

て表 4 に示す 3つの方式で行い，変換結果を目視確認して

表 1 の分類に従って集計した．表 5 に結果を，図 9 にこ

の結果から求まる一致率（式 (1)）を示す．高速道路と一

般道の両者とも，方式 3によりデータ 2の場合は 100%に

なったが，データ 3の場合は一般道路で 92%にとどまっ

た．図 10 に正しく変換できなかった例を記載する．デー

タ 1とデータ 3で経路が異なっており，原因は，差異があ

る区間の経路長がほぼ同一のため異なる最短経路を選択し

たためであった．提案方式では分岐道路の属性が異なる場

表 4 OpenLR 改善方式

Table 4 Methods for OpenLR improvement.

表 5 評価結果

Table 5 Evaluation results.

図 9 DLR の一致率（R1）

Fig. 9 Matching rate of DLR (R1).
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図 10 誤変換の例

Fig. 10 Example of incorrect conversion.

図 11 経路不一致の例

Fig. 11 Example of route mismatch.

合のみ LRPを出力したため，一般道路における同一属性

の道路どうしの交差点でこのような誤りが発生した．

以降，表 5 の結果の詳細を記載する．高速道路について

は，データ 2に関して 1行目（方式 1）で 13件が分類 B

（位置参照に成功したが実際には不一致）になった．図 11

左側に不一致の例を示す．データ 1での経路は高速道路の

本線であるのに対し，データ 2での経路は，本線に並走す

る，サービスエリアへ進入する側線になっている．この原

因は，本線と側線の経路長がほぼ同一であり，異なる最短

経路を選択したためである．

2行目（方式 2）において分類 Bは 3件になったが，こ

れは方式 2により上記 13件が分類 Aになった一方，新た

に別の 3件が分類 B，1件が分類 Gになった結果である．

この原因は，方式 2によって新たに追加された LRPに対

応するリンクを選択する際に誤ったものであった．図 11

右側に例を示す．この地点では，方式 1では LRPは出力

されなかったが，方式 2により LRPが追加され，かつ方

位の差が小さかったためリンクの選択を誤った．

3行目（方式 3）は，方位のサイズを 8 bitに拡大するこ

とで上記の 3件が修正されたことを示している．以降の分

類 Bの件数の変化についても上記と同様の理由であった．

5.2 一致判定の正解率の評価

次に，変換前後の経路の一致判定に関する評価結果を記

載する．図 12 は，表 5 の方式 3での結果から求まる一致

判定の正解率（式 (2)）を示したものである．データ 3に

図 12 一致判定の正解率（R2）

Fig. 12 Accuracy rate of route equivalence test (R2).

表 6 各基準の実行結果（データ 3）

Table 6 Execution results of each rule (Data 3).

図 13 判定誤り地点の例（Rule 4）

Fig. 13 Example of misjudge point (Rule 4).

関して，4.3節の基準では判定を誤るケースが存在した．

表 6 に，変換前後の経路で差異がある地点に関して，各

基準（基本判定である基準 1を除く）が実行された回数と，

正しく判定した数，判定を誤った数を集計した結果を示す．

なお，いずれの誤りも，不一致と判定したが実際には経路

は一致（分類 D）であった．

高速道路を対象にした評価ではおおむね正しく判定した

が，基準 4で 2件の誤りがあった．図 13 に判定を誤った

例を示す．図の左側はデータ 1での経路を，右側はデータ

3での経路を示したものである．図中の丸で示した地点に

新しい連絡線への分岐があり，基準 4によって新設道路へ

の分岐と判断するべきところを，閾値 100 m内に他の連絡

線があるため基準 4に記載した処理では新設道路と判断で

きず，実際には経路は一致しているが不一致と判定した．

一般道路を対象にした評価では，基準 3，基準 4，基準 5

で誤りがあった．基準 3の 1件の誤りの発生地点を図 14

に示す．図の左側の丸で示した分岐点と同一座標にデー

タ 3 のノードはあるが，このノードは進入するリンクが
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図 14 判定誤り地点の例（Rule 3）

Fig. 14 Example of misjudge point (Rule 3).

図 15 判定誤り地点の例（Rule 5）

Fig. 15 Example of misjudge point (Rule 5).

2本，退出するリンクが 1本であり分岐ではないため，閾

値 200 m未満の距離に存在する別のノード（図の右側の丸

で示す）を対応する分岐点として選択してしまい，双方の

分岐道路を比較した結果，不一致と判定した．基準 4の 2

件の誤りは，高速道路の場合と同様に分岐道路近傍の閾値

100 m内に道路が存在したため判定を誤ったものであった．

基準 5の 3件の誤りは，図 15 の丸で示したような交差点

（二条化道路との交差点）で発生しており，経路に対応する

道路自体は二条化されていないため基準 5に記載した処理

では正しく判定できず，不一致と判定した．

以上の結果から，提案方式による一致判定はある程度有

効であるが，特に一般道路において精度良く判定するため

には，本稿で記載した基準よりもいっそう複雑なロジック

が必要になると考えられる．特に基準 4については，新設

道路への分岐か否かを一律に閾値 100 m内の道路有無で判

断している点に問題があった．道路構造令等を参考にして

設定した値をベースとして，道路種別や周辺の道路状況に

応じて幅を変化させる等，改善の余地があると思われる．

6. まとめ

本稿では，カーナビと自動運転システムが異なる地図

データを使用している場合に，カーナビの経路情報を自動

運転システムに伝達する方式について述べた．位置参照方

式の 1つであるOpenLRをベースにカーナビ用地図上の経

路と高精度地図上の経路の一致率を向上させるとともに，

変換前後の経路の一致を判定することで車両へ誤った経路

を出力することの抑止を図った．提案方式を実装して評価

した結果，一致率については双方の地図データの整備仕様

と整備時期が同一であれば 100%に近付けられる見込みを

得た．変換前後の経路の一致判定については，双方の地図

データの整備時期が異なる場合であってもある程度判定で

きる見込みを得たが，精度を向上させるためには本稿で記

載した基準よりもいっそう複雑なロジックが必要である．

今後，本稿で述べた経路情報の伝達に限らず，システム

間で高精度な自車位置やレーンレベルの情報交換が進むと

考えられる．高精度地図の整備状況等をふまえ，提案方式

の改善や地図データ更新による双方のデータの同期等の技

術開発に取り組んでいく予定である．
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